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^ エコドライブの実施等

{ エコドライブの実施

自動車の使用に際しては、運転方法に

より燃料消費量、ひいては、窒素酸化物

等の排出量も大きく異なることから、以

下のような事項につきマニュアルの作

成、従業員の教育等を通じ、実施の徹底

を図る。また、デジタル式運行記録計等

の活用により、エコドライブの実施の担

保を図る。

ア）おだやかな発進と加速（急発進・

急加速の排除）

イ）早めに一段上のギアにシフトアッ

プ

ウ）定速走行・経済速度の励行

エ）エンジンブレーキの多用

オ）予知運転による停止・発進回数の

抑制

カ）空ぶかしの排除

キ）アイドリングストップ

ク）不要な積荷の抑制

ケ）エアコンの使用の抑制

コ）不要な暖機運転の抑制

サ）道路交通情報の活用

シ）適法・適切な駐停車の実施

| 車両の維持管理

日常の点検・整備の良し悪しにより燃

料消費量、ひいては、窒素酸化物等の排

出量も大きく異なることから、以下のよ

うな事項につきマニュアルの作成、従業

員の教育等を通じ、実施の徹底を図る。

ア）エアクリーナーの清掃・交換

イ）エンジンオイルの適正な選択・定

期的な交換

ウ）適正なタイヤ空気圧の維持

２ 車両走行量の削減等

\ 車両の有効利用の促進

{ 共同輸配送の促進

自社内努力により、あるいは他の事業

者や地方公共団体等と連携しつつ、複数

の事業者が個別に処理していた物資の集

荷、仕分け、配送等の業務を共同で行い、

若しくは車両及び貨物を相互融通するこ

と等により、積載効率、輸送効率の向上

及び輸送距離、使用車両の削減を促進す

る。

| 帰り荷の確保

輸送需要の的確な把握や求貨求車シス

テムの活用により、帰り荷の確保を行う。

} 輸送頻度、納品回数の削減

輸送効率の向上を図るため、他の事業

者との協議を十分に行い、貨物の輸送頻

度及び納品回数の削減を実施する。特に、

行き過ぎた多頻度少量輸送、ジャスト・

イン・タイムサービスの見直し、改善を

行う。

~ 受注時間と配送時間のルール化

貨物の配送の受注時間と貨物の配送時

間のルール化を図り、緊急配送をできる

だけ回避するよう計画的な貨物の配送を

行う。

� 貨物の輸送距離の短縮

貨物の輸送先及び輸送量に応じて拠点

経由方式と直送方式を使い分けることに

より、貨物の輸送距離の全体を削減する。

車両の大型化、トレーラー化その他の手

段により、貨物の輸送の便数を削減する。

� 検品・荷役の簡略化

検品・荷役に時間を要することによる

輸送効率の低下を避けるため、検品・荷

役の簡略化を図る。

‚ 道路混雑時の輸配送の見直し等

道路混雑時の輸配送の見直しによる輸
配送の円滑化や積載効率が比較的低い土
曜日、日曜日における車両使用の削減と
いった対策を講ずる。また、一般道路の
交通量削減のため、高速道路の効果的な
利用に努める。

ƒ 商品の標準化等
商品の標準化、商品荷姿の標準化並び
に製品及びその包装資材の軽量化・小型
化により、輸送効率の向上を図る。

] 自営転換の推進
自家用貨物自動車から輸送効率のよい事
業用貨物自動車への輸送手段の転換（自営
転換）を推進する。

^ モーダルシフトの推進
自動車輸送と比較してより環境に対する
負荷が少ない大量輸送機関である鉄道及び
海運の活用（モーダルシフト）を推進する。

_ 公共交通機関の利用の促進
移動を行う場合にあっては、自ら自動車
を使用することと比較して、より環境に対
する負荷が少ない鉄道、バス等の公共交通
機関、自転車、徒歩による移動をできるだ
け行う。

` 情報化の推進
輸送効率の向上を図る上で、情報ネット
ワーク化の推進が必要であることから、他
の事業者や地方公共団体等と連携をとり、
ＶＩＣＳ（道路交通情報通信システム）や
ＧＰＳ（全地球測位システム）等のシステ
ムも活用しながら、効率的な輸送経路の選
択を通じた円滑な貨物の輸送や積載効率の
向上等に資する情報システムの積極的な開
発・導入を行う。

a 物流施設の高度化、物流拠点の整備等
既存施設について、機械化・自動化及び
流通加工、保管等の機能の付加による高度
化・複合化を推進するとともに、共同輸配
送、新輸送商品の開発に対応するため、施
設間の適正配置・集約化や荷受け、仕分け
といった業務の効率化に配慮しつつ、物流
拠点の整備を図る。

また、交通渋滞をもたらし、自動車排出

窒素酸化物等の排出量の増大の原因となる

路上駐停車を防止し、交通流の円滑化に資

するため、荷捌き場、駐停車場所、運転手

控え室及び進入出路についても他の事業者

や地方公共団体等と協力するなどして整備

を図る。

b サードパーティーロジスティクスの活用

サードパーティーロジスティクス（事業

者に代わって、最も効率的な貨物の輸送に

係る戦略の企画立案、貨物の輸送に係るシ

ステムの構築の提案等を行い、高度な貨物

の輸送に係るサービスを提供することをい

う。）の活用により、貨物の輸送効率の向上

を図る。

第４ 荷主及び発注者による排出量の抑制のため

の措置

貨物自動車運送事業者等に貨物の運送を継続

して行わせる事業者、及び貨物の納入を受ける

事業者は、次のような措置の中から個々の事業

活動の規模、種類等の事情、事業活動を行う地

域の環境の状況及び技術的可能性を踏まえて適

切に選択した措置を講ずることにより、事業活

動に伴う自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制

を図ることとする。

１ 車両１台当たりの自動車排出窒素酸化物等

の排出量の削減

\ 自動車排出窒素酸化物等の排出量がより

少ない車両への転換の促進

貨物自動車運送事業者等が貨物の運送に

使用する貨物自動車について、排出基準の

適合車に貼付されるステッカーや低排出ガ

ス車認定実施要領に基づき認定を受けた低

排出ガス車に貼付されるステッカーを利用

し、排出基準の適合車であることを確認す

るなど、貨物自動車運送事業者等に対し排

出基準の適合車を使用することを要請する

取組を積極的に進める。

貨物自動車運送事業者等に対し、貨物の

輸送量に応じた適正車種により貨物の輸送

を行うよう発注する。š
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